
 

 

 

OPEC プラス、合同委で原油需給議論 

石油輸出国機構（OPEC）とロシアなど非加盟国で構成する「OPEC プラス」は毎月開い

ていた閣僚級会合の頻度を減らし、合同閣僚監視委員会（JMMC）が原油市場の動向を定

期的に確認する方法に切り替えた。 

1 日に JMMC を開催。需要の見通しなどの議論は、今後の閣僚級会合での減産幅に関する

協議で参考となる。 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う需要急減といった、危機対応を念頭に置いた体制を

改めた。 

JMMCは各国の生産調整の進捗を監視したり、原油市場の分析や見通しについて話し合っ

たりする。OPEC プラスは 2022年 10月、閣僚級会合の開催を毎月から半年に 1回の頻

度に減らし、その間の需給状況などは JMMCを隔月で開催し協議することで合意した。 

JMMCには市場動向に応じて閣僚級会合の開催を要請する権限も与えられた。次回の閣僚

級会合は 6 月に開かれる見通しだ。 
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OPEC プラスは 22年 10月、中国での新型コロナウイルスの感染拡大などを受け世界需要

の 2%にあたる日量 200万バレルの減産で合意した。 

12月の閣僚級会合でもこの方針の維持を決めた。世界経済のさらなる減速への懸念から、

原油価格の下落を回避するためだ。 

一方で、足元ではゼロコロナ政策が事実上終わった中国を中心に、需要増大の期待も高ま

る。国際通貨基金（IMF）は 1 月 30 日に 23年の世界経済の成長率予測を 0.2 ポイント

引き上げ、2.9%とした。産油国の対応は今後の焦点になる。 
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ロシア、制裁国に原油輸出禁止 

ロシアは同国産原油の輸入価格に上限を設けた国に対して、原油の輸出を 1 日から禁止し

た。長期化するウクライナ侵攻を受けて 2022年 12月に主要 7カ国（G7）などが導入し

た対ロ制裁への対抗措置だ。 

既に米国を筆頭にロシア産原油の輸入を停止する動きが進んでいる。対ロ制裁に参加する

国の影響は軽微とみられる。 

プーチン大統領は 22年 12 月 27 日に制裁国への輸出を禁じる大統領令に署名した。禁輸

の期間は 23 年 2月 1日から 5 カ月間とし、対象とする国について、価格上限措置を導入

した「米国や他の外国」と明記している。G7や欧州連合（EU）諸国を指しているとみら

れる。 

石油製品も対象としており、1 日以降で政府が定めた日から適用する。EUなどは 5日か

らロシア産石油製品の輸入を禁止する予定で、ロシア側も対抗措置をとる可能性が高い。 

G7と EU は昨年 12月 5日、ロシア産原油の取引価格に上限を設ける制裁を発動した。 
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石油メジャー、空前の利益 

欧米の石油メジャーが空前の好業績となっている。ファクトセットによると、大手 5 社の

2022 年 12 月期の純利益は過去最高の 1500 億ドル（約 20兆円）規模になる見通しだ。

ウクライナ危機を受けた原油高や世界の石油需要の底堅さが利益を押し上げる。 

米エクソンモービル、米シェブロン、英シェル、英 BP、仏トタルエナジーズの業績と見

通しを集計した。 

これまでの過去最高は中東の民主化運動「アラブの春」で原油が高騰した 11年だった。

新型コロナウイルス禍で 20年に悪化したが、世界的な原油需要の復活とウクライナ危機

もあり急回復。新型コロナウイルス禍前の 19年と比べても 3倍以上の見込みだ。個別企

業ではエクソン、シェブロン、シェルの 3社が過去最高となった。 

株式市場は ESG（環境・社会・企業統治）投資の潮流でメジャーに厳しい視線を向けてき

た。年金基金など機関投資家の間で化石燃料の生産企業からの「ダイベストメント（投資

撤退）」も起きた。 

だが市場は足元では石油株を再評価している。5社の時価総額は 1.3兆ドル規模と、20 年

末の約 2倍。新型コロナ禍前の 19年末と比べても約 2 割高い。 
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日本製紙など、航空燃料 SAF を安定調達 国産木材活用 

日本製紙は住友商事などと提携し、国産木材を使って持続可能な航空燃料「SAF」の原料

になるバイオエタノールを生産する。投資額は最大数百億円の見込みで、2027年に製造

を始める。欧州では SAFの使用量を 50年に 85%まで引き上げることを求める動きなど

もあり、世界の規制は一段と厳しさを増す。航空各社が SAF の調達拡大を迫られるなか、

国産原料を使って SAFの安定調達につなげようとする取り組みが動き出した。 

 SAF は廃食油や植物、廃材などを原料とし、航空機の二酸化炭素（CO2）排出量をジェ

ット燃料より約 7〜9割抑えるともいわれる。ただトウモロコシやサトウキビ由来のエタ

ノールは結果的に飼料不足につながり食糧問題に影響を与えかねない。国内ではトウモロ

コシなどを輸入に頼り、原料の安定確保に大きな課題があった。廃食油の調達は飲食店な

どからの回収網の構築が難しく、安定した調達が課題だ。 

 日本製紙と住友商事などが 24 年をめどにバイオエタノールを製造販売する共同出資会

社を設ける。微生物による独自の発酵技術を持つグリーン・アース・インスティテュート
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も出資する。日本製紙の既存工場に専用の生産設備を導入して生産。SAFを製造する石油

元売り会社に販売する。 

 原料には日本製紙の社有林から直接切り出した木材を中心に使う。27 年をめどに年数万

キロリットルの生産をめざす。約 1 万キロリットル分の SAF を製造できる。日本製紙は

王子ホールディングス（HD）に次ぐ約 9 万ヘクタールの社有林を抱える。社有林に生え

ている木を活用するほか、伐採地には従来より成長が 1.5 倍速く、CO2の吸収量も 1.5 倍

の品種の苗木を植える。持続可能な原料確保に生かす。 

 SAF の国産化は他社も動き始めている。王子 HD は 30 年度に社有林の木を使って SAF

の商用生産を計画する。24 年度までに年 500 キロリットルの生産規模を持つ試験設備を

動かす。燃料の製造販売には石油会社との協業なども視野に入れる。ENEOS が仏トタル

エナジーズと連携し、廃食油由来で 25年に年 40万キロリットルの生産を見込む。 

 国土交通省は 30 年時点で、国内の航空会社が使う航空燃料のうち SAFを 1割混ぜて使

うことをめざしており、年 171 万キロリットルの需要が生じると試算する。日本製紙など

が生産する原料を使えば約 1万キロリットル分の SAFを生産できるが、1%弱にとどま

る。欧州連合（EU）欧州議会では 50 年までに航空機燃料に占める SAFの割合を 85%に

引き上げることを求める動きなどもある。航空各社は SAFの確保が急務になる。 



 ただ国内では製造コストなどが壁で商用化が遅れる。全日本空輸（ANA）は 30 年度に

燃料の 10%以上、日本航空（JAL）は 10%を SAFに置き換える目標だが、両社は量産が

先行する米やフィンランドの企業から調達を進めている。JALの赤坂祐二社長は「日本で

も国産化への動きが本格化してきた。乗り遅れないように取り組みたい」と話す。 

 SAF の普及には製造コストを抑えることが欠かせない。通常のジェット燃料が 1リット

ルあたり 100円程度で、SAFは数百〜数千円と価格面で割高となる。市場の成長が見込

まれるが、技術革新などでコストを大幅に下げることがシェア獲得のカギになる。廃食油

が取り合いになり取引価格が上がるなか、日本製紙などの連合は微生物による発酵技術な

どを使えば価格の優位性があるとしている。 
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バイオマス事業共同検討（出光興産、J-オイル） 
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出版インキ事業で業務提携へ（DIC、サカタインクス） 
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